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一景気は、持ち直しに向けた動きが弱まっており、おおむね横ばいで推移している一

先行きについては、世界経済が緩やかに回復すれば、景気は引き続き持ち直しに

向かうことが期待される。一方、アメリカ経済等への先行き懸念や我が国の株価の低

迷など、厳しい環境が続いており、我が国の最終需要が引き続き下押しされる懸念

が存在している。
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ど、依然 として厳 しい。 ・個人消費は、横ばいで推移するなかで、
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厘盟主塾蛙、景気味乱皇詮皇持ち直 しに向
うことが期待されるが、アメリカ経済等への かうことが期待され る。⊥カ、アメリカ経

先行き悪念や我が国の株価の低迷など、遷星 済等への先行き憩念や我が国の株価の低迷
は厳 しさを増 しており、我が国の最終需要が など、厳 しい環境が続いており、我が国の
下押 しされる懸念が強まっている。 最終需要が引き続き下押 しされる懸念が産
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政策態度 政府は、r経済財政運営と構造改革に関する 政府は、先般とりまとめた「改革加速のための

基本方針2002」を早期に具体化する中で、10月 総合対応策」を着実に実施している。加えて、現
30日に、不良債権処理の加速等を通じた金融・ 下の金融・経済情勢に応じ構造改革の取組への
産業の再生、経済活性化た向けた構造改革如 更なる政策強化を行うことが必要であるとの認識

速薫、セーフティ・ネットの拡充を柱とするr改革 の下、この総合対応策を補完・強化するため、12
加速のための総合対応策」をとりまとめた。雇 月12日にr改革加速プログラム」を決定した，こ

用・中小企業のセーフティ・ネットの－犀の活用・ れに基づき、財政規律を守りつつ、平成14年度

強化を図るため、今後の税収動向を踏まえて、 補正予算を編成し、年度を通じた切れ目のない ．

引き続き必署な措置について検討することとして 対応を図る。

迫 また、11月29日には、昨年度に引き続き「改革
日本銀行においては、同日、日本銀行当座預 断行予算」を実現するとの方針を示した「平成15
金残高目標を15～20兆円程度とするとともに、 年度予算編成の基本方針」を閣議決定した。

長期国債の買い入れを月1兆2千億円ペースに デフレ克服及び金融システム安定化に向け、
増額すること等を決定した。デフレ克服及び金融 政府・日本銀行は引き続き一体となって強力か
システム安定化に向け、政府・日本銀行は引き
続き一体となって強力かつ総合的な取組を行う。

つ総合的な取組を行う。



生産 持ち直しの動きがさらに緩やかになってい 横ばいとなっている。

旦 L

企業収益 改善の兆しがみられる。 改善している。

業況判断 ‾改善がみ られるものの、そのテンポが緩やか 緩やかながら、引き続き改善がみられる。

になうている。．

倒産 言い水準となっているら 減少している。

雇用 依然として厳しい。一部に改善への動きがみ

られるものの、完全失業率が高水準で推移し、

依然として厳しい。求人が増加傾向にあるも
のの、完全失業率がこれまでの最高水準とな

賃金も弱い動きが続いている。 旦」犀金も弱い動きが続いている。

国 内卸売

物価

帯含んでいる。 横ばいとなっている。

（注）下線部は、先月から変更した部分。
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（我が国経済の基調判断）

景気は、持ち直しに向けた動きが弱まっており、おおむね横ばいで推移している。

●　企業収益は改善しており、設備投資は下げ止まりつつある。

．雇用情勢は、求人が増加憤向にあるものの、失業率がこれまでの最高水準と

なるなど、依然として厳しい。

．個人消費は、横ばいで推移するなかで、一部に底固さもみられる。

●　輸出は弱含んでおり、生産は横ばいとなっている。

先行きについては、世界経済が緩やかに回復すれば、景気は引き続き持ち直しに

向かうことが期待される。一方、テメリカ経済等への先行き懸念や我が国の株価の低

迷など、厳しい環境が続いており、我が国の最終需要が引き続き下押しされる懸念

が存在している。

（政策の基本的態度）

政府は、先般とりまとめた「改革加速のための総合対応策」を着実に実施している。

加えて、現下の金融・経済情勢に応じ構造改革の取組への更なる政策強化を行うこ

とが必要であるとの認識の下、この総合対応策を補完・強化するため、12月12日に

「改革加速プログラム」を決定した。これに基づき、財政規律を守りつつ、平成14年度



補正予算を編成し、年度を通じた切れ目ゐない対応を図る。

また、11月29日には、昨年度に引き続き「改革断行予算」を実現するとの方針を示

した「平成15年度予算編成の基本方針」を閣議決定した。

デフレ克服及び金融システム安定化に向け、政府・日本銀行は引き続き一体となっ

て強力かつ総合的な取組を行う。

レ
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」．消費・投筆などの需雲動向

平成14年7－9月期の実質GDP（国内総生産）の成長率は、財貨・サービスの純

輸出（輸出一輸入）がマイナスに寄与したものの、民間最終消費支出、民間在庫品増

加がプラスに寄与したことなどから、前期比で0．8％増（年率3．2％増）となった。また、

名目GDPの成長率は前期比で0．4％増となった。

錮入清華は、横ばいで推移するなかで、一部に底固さもみられる。

個人消費は、収入面での弱い動きが続くなど家計を取り巻く環境が厳しい中

で、需要側と販売側の動向を総合してみると、年初来、消費支出の動向は横

ばいで推移している。全体的な基調の改善につながる動きではないものの、

一部の業種や支出項目において増加の動きがみられ、引き続き一部に底固

さがみられる。

需要側の動向をみると、昨秋以降底固さがみられる。消費総合指数は3ケ月

前と比べ増加している。支出項目ごとの動向について家計調査をみると、実

質消費支出は、前月に大きく増加した反動や、教育や食料などが減少したこ

となどから、前月に比べて減少した。

販売側の動向をみると、全体的に弱い動きとなっている。小売業販売額は弱

い動きが続いている。チェーンストア販売軽は、食料品は引き続き前年を上回

ったものの、全体では前年を下回った。百貨店販売鎧は、天候要因もあって

衣料品が前年を下回り、全体でも前年を下回った。新車販売台数は、小型乗

用車が大幅に増加し引き続き好調に推移したことから、前年を上回った。家電

販売金額は、テレビ等が引き続き増加し、パソコンもこのところ減少幅を縮小

してきているものの、全体では前年を下回った。旅行は、国内旅行はほぼ前

年並みとなり、海外旅行は米国における同時多発テロ事件の影響もあって昨

年大きく減少した反動から、前年を大きく上回った。



消費者マインドは、持ち直しの動きがみられたが、足元ではやや弱い動きと

なっている。

設嘩投資は、下げ止まりつつある。

設備投資は、平成13年に入って以降減少が続いてきたが、生産の持ち直し

及び企業収益の改善を受けてこのところ下げ止まりつつある。需要側続計で

ある「法人企業統計季報」でみると、平成13年1－3月期以降減少が続いてき

たが、このところ次第に減少幅が縮小してきている。また、機械設備投資の供

給側統計である資本財出荷は、横ばいとなっている。なお、これまで堅調に推

移してきたソフトウェア投資は、弱含んでいる。

設備投資の今後の動向については、機械設備投資の先行指標である機械

受注が平成14年前半において底入れしたものとみられることから、次第に底

入れに向かうものとみられる。ただし、機械受注の10－12月期の見通しにみ

られる回復力の弱さや、日銀短観の平成14年度設備投資計画において減少

が見込まれていること等を考慮すれば、底入れした後も低調に推移すること

が見込まれる。

住宅建設は、緩やかに減少している。

平成13年度の住宅建設は、前年度比3．3％減の117．3万戸となり、平成10

年度以来3年ぶりに120万戸を下回る低い水準となった。平成14年度に入っ

て、マンションの着工が減少したこと等から、4－6月期は年率118．0万戸、7

－9月期は年率113．0万戸となり、このところ緩やかに減少している。

10月は、持家、貸家、分譲住宅の全てが増加し、特にマンションが大きく増

加したことから、年率119．1．万戸となった。先行きについては、雇用・所得環境

が厳しいこと、不動産価格の長期的下落傾向により買い換えが困難となって

J
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公共投資は、総じて低調に推移している。

平成14年度当初における公共事業関連予算をみると、国、地方とも歳出の

徹底した見直しと重点的な配分を行っていることから、国の施設費を含む公共

投資関係費は、前年度比10．7％減、地方の投資的経費のうち単独事業費は、

地方財政計画では、前年度比10．0％減となっている。

このような状況を反映して、公共投資は、総じて低調に推移している。平成

14年度に入って、今年度に繰り越された平成13年度第2次補正予算の下支

え効果がみられたものの、4二6月期は引き続き前年を下回り、7－9月期も

前年を下回った。このところの動きをみると、公共工事出来高が6月以降4ケ

月連続で前月比増加となっている。

10－12月期の公共投資については、10月、11月の公共工事請負金額も前



も

年を下回っており、国、地方の予鼻状況を踏まえると、引き続き前年を下回る
ノ

ものと考えられる。

なお、「改革加速プログラム」（12月12日決定）を受けて編成する補正予算

においては、構造改革推進型の公共投資に国費ベースで1．5兆円程度（事業

規模で2．6兆円程度）を計上するなどの予算措置を講じることとしている。

適塾は、弱含んでいる。塵基は、増加している。貿易サ「ビス収車の罠字は、やや

縮小している。

輸出は、汀関連などの最終需要の伸びが世界的に鈍化するなかで、年初乗

の在庫積み増しの動きに一服感がみられており、電気機器を中心にこのとこ

ろ弱含んでいる。地域別にみると、アジア向け輸出は、各品目及び全体として

もおおむね横ばいとなっている。アメリカ向け輸出は、自動車などの輸送用機

械が横ばい、一般機械、電気機器などが弱含んでおり、全体として弱含んで

いる。EU向け輸出は、ユーロ圏において景気が減速しつつあること等を背景

に、減少している。今後については、世界の景気回復に弱い動きがみられて

いることに留意する必要がある。

輸入は、生産が横ばいとなっていることを背景に汀関連等の機械機器輸入

が鈍化しているものの、鉱物性燃料等の輸入が増加していることから、全体と

して増加している。地域別にみると、アジアからの輸入は、金属・同製品、原料

品等を中心に増加している。EUからの輸入は横ばいとなっている。アメリカか

らの輸入は、10月は米国西海岸地区における港湾ストライキの影響により急

減したものの、基調としてみれば、おおむね横ばい圏内の動きとなっている。

国際収支をみると、貿易・サービス収支の黒字は、輸入数量が増加するな

か、輸出数量が弱含んでいることから、やや縮小している。

2．企業活動と雇用情勢

生産は、横ばいとなっている。

鉱工業生産は、在庫調整が終了していること等を背景に3四半期連続で増

加してきた。しかし、このところ輸出が弱含んでいること等を反映し、生産は横

ばいとなっている。

また、世界経済の先行き懸念の高まり等、留意すべき点もある。なお、製造

工業生産予測調査によると11月は減少、12月は増加が見込まれている。

一方、第3次産業活動の動向をみると、おおむね横ばいで推移している。

企業哩謡は、改善している。また、企業の草況判断は、緩やかながら、引き続き改善

がみられる。倒産件数は、減少している。

「法人企業統計季報」によると、平成13年7－9月期以降、電機機械等の製

造業を中心に大幅な減益となっていた企業収益は、平成14年7－9月期には、

売上高は引き続き減血となったものの、企業のリストラ努力等により増益に転



じた。また、日銀短観によると、下如こついては大幅な増益を見込んでいる。

企業の業況判断について、日銀短観をみると、中小企業では低い水準にあ

り、依然厳しさがみられるものの、製造業を中心に緩やかながら、引き続き改

善がみられる。先行きにつし1ては、若干の悪化を見込んでおり、慎重な見方

が出てきている。

また、11月の倒産件数は、東京商工リサーチ調べで1，435件となるなど、減

少している。

雇用情勢は、依然として厳しい。求人が増加債向にあるものの、完全失業率がこれ

までの最高水準となり、賃金も弱い動きが続いている。

10月の完全失業率は、前月比0．1％ポイント上昇し5．5％と、過去最高となっ

雲芸芸霊慧霊禁完霊慧慧悪霊孟豊　J
た。完全失業者全体に占める失業期間1年以上の者の割合は、若干低下した。

雇用者数については、3ケ月連続で前月比減少となり、弱含んでいる。

新規求人数は、引き続き増加傾向にある。有効求人倍率については、引き

続き緩やかに上昇している。製造業の残業時間については、生産の動きを反

映し2ケ月連続で前月比減少し、増加傾向が弱まっている。企業の雇用過剰

感は、若干低下したものの、依然として高い水準にある。7－9月期に「残業規

制」等の雇用調整を実施した事業所割合は、低下している。

賃金の動きをみると、定期給与は前月比で増加したものの、前年同月比で

は減少が続いており、弱い動きが続いている。

3．物価と金融情勢

国内卸売物価は、横ばいとなっている。消費者物価は、弱含んでいる。

輸入物価は、このところ契約通貨ベース、円ベースともに上昇しているが、

足元では、為替の影響により、円ベースでは下落している。国内卸売物価は、

横ばいとなっている。最近の動きを類別にみると、電力・都市ガス・水道、電気

機器などが下落しているものの、在庫調整の進展により鉄鋼、パルプ・紙・同

製品が上昇しているほか、輸入価格の上昇により石油・石炭の上昇幅が拡大

している。また、企業向けサービス価格は、前年同月比で下落が続いている。

消費者物価は、平成12年秋以降弱含んでいる。最近の動きを類別にみると、

一般サービスは横ばいとなっているものの、その他工業製品の下落幅拡大や

耐久消費財の下落などにより一般商品が下落しているほか、公共料金の下

落幅が拡大している。

こうした動向を総合してみると、持続的な物価下落という意味において、緩や

かなデフレにある。

J
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金融情勢をみると、株式相場は、11月下旬に9200円台（日経平均株価）まで上昇し

た後、下落している。長期金利は、0．9％台～1．0％台の水準で推移している。

短期金利についてみると、オーバヤナイトレートは、日本銀行による金融緩

和措置を反映して、0．001～0．002％で推移した。2、3ケ月物は、ほぼ横ばいで

推移した。長期金利は、国債増発懸念の後退等を受け、10月中旬より低下し、

日月上旬に0．9％台となった後、0．9％台～1．0％台の水準で横ばいで推移した。

株式相場は、11月中旬に、日経平均株価、TOPIXとも下落し、89年以降の

最安値を更新した。その後、米国株価の上昇を受けて11月下旬に9，200円台

（日経平均株価）まで上昇したが、12月に入って下落している。

対米ドル円相場（インターバンク直物中心相場）は、10月下旬から11月中旬

にかけて、125円台から119円台まで上昇し、12月上旬にかけて125円台ま

で下落した後、122円台から123円台で推移している。対ユーロ円相場（インタ

ーバンク17時時点）は、10月・上旬から11月下旬にかけて、120円台から123

円台で推移し、12月に入り125円台まで下落した後、123円台から125円台で

推移している。

マネタリーペース（月中平均残高）は、日本銀行の潤沢な資金供給など（11

月日銀当座預金平均残高18．1兆円）を背景に、約2割の伸びとなっている。

（11月：前年同月比21．8％）。M2＋CD（月中平均残高）は、このところ、3％

台前半で推移している（11月速報：前年同月比3．2％増）。民間金融機関の貸

出（総貸出平残前年比）は、96年秋以来マイナスが続いており、企業の資金

需要の低迷等を背景に、依然低調に推移している（主要行の14年度中間決

算時点の貸出残高計は13年度決算時と比べ5．5％減となった）。貸出金利は、

金融緩和等を背景に、昨年初来低下傾向で推移して来たが、このところ横ば

い圏で推移している。企業の資金繰りの状況は横ばいとなっており、民間債と

国債との流通利回りスプレッドはほぼ横ばいで推移している。

年．海外経済＿

世界の景気は回復に弱い動きがみられる。

世界の景気は回復に弱い動きがみられる。

アメリカでは、景気の回復力が弱まっている。個人消費の伸びは鈍化傾向

が続いている。住宅建設は高い水準にある。設備投資は機械設備等を中心

に持ち直しに向けた動きがみられる。生産は減少している。雇用はほぼ横ば

いとなっており、製造業では減少が続いている。また、失業率は上昇している。

物価は安定している。

アジアをみると、．景気は回復しているものの、一部で回復が緩やかになって

いる。中国では、景気の拡大テンポは高まっている。韓国では、景気は拡大し

ているが、内需の伸びに鈍化の動きがみられる。タイでは、景気は拡大してい



る。台湾、マレイシアでは、景気ば緩やかに回復している。シンガポールでは、

景気の回復は一層緩やかになっている。

ヨーロッパをみると、（1）ユーロ圏では、景気は減速しつつある。ドイツ、フラン

スでは景気は減速している。（2）イギリスでは、景気は回復の動きが続いてい

るものの、企業景況感は悪化している。

金融情勢をみると、アメリカの株価は、11月は一部企業の決算や業績見通

しが市場予想を上回ったことから上昇基調で推移したが、その後大手航空会

社の経営破綻等から弱含んだ。アメリカの長期金利、ドルとも11月に強含ん

だが、その後弱含んだ。

ユーロ圏では、欧州中央銀行（ECB）が、12月5日に政策金利（短期オペの

雷芸霊芸芸㌶豊㌫㌫霊㌶浣連査察の開始等を受　J
けて上昇した。

J



［今月のトピック］　　鉱工業生産と企業の動向

＜ポイント＞
1．輸出は、IT関連などの最終需要の伸びが世界的に鈍化するなかで、年初乗の在庫積み増し
の動きに一服感がみられており、電気機器を中心にこのところ弱含んでいる。
2．鉱工業生産は、在庫調整が終了していること等を背景に3四半期連続で増加してきた。しか
し、このところ輸出が弱含んでいること等を反映し、生産は横ばいとなっている。
3．「法人企業統計季報」によると、平成14年7－9月期は、企業のリストラ努力等により増益
に転じたものの、売上高は引き続き減収となっている。
4．日銀短観では、平成14年度下期は、前年度比で大幅な増益を見込んでいるが、企業の業況判
断については、改善が見られる一方、先行きに慎重な見方も出てきている。

伽）　　　　　　　　　　　　　　　鉱工業生産と国内・輸出出荷の寄与度
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［今月のトピック】

アメリカ経済の動向：湾岸危機時との比較
＜ポイント＞
1．90年8月のイラク軍クウェート侵攻時には、原油価格が急臆し．ドルは大幅に減価した（国①う。
他方、本年7月以降、イラク情勢が緊迫しているが、これまでのところ原油価格・ドルとも比較
的落ち着いた動きとなっている（図②）。

2．しかしながら、現在のアメリカの消費者マインド、個人消費には、90年と同様にマインドの悪化、
消費の伸び鈍化という似たような動きがみられる（国③）。

3．仮にアメリカによるイラク攻撃が実施された場合、原油価格は1バレルあたり40－80ドルまで
上昇するとの試算もある。民間機関では、2003年第1Ⅲ半期に3％程度（年率）経済成長率が押
し下げられるという見方もある（園⑧）。

4．アメリカではイラク攻撃後の復興への関心が高まっており、軍事黄用やマクロ経済的影響のみな
らず、戦後の復興費用も勘案して、攻撃の総費用は10年間で最大1．6兆ドル（GDP比16％）に
のぼるとの試算もある。

園②現在の動き

89／7　　　90′1　　　90／7

（出所）DataSむ・eamより作成。

91／1　　91′7

図③湾岸危棲時と現在の比較
（消費者信頼感と個人消費）

90／1　　90／4　　　90／7　　90／10

0乙／1　　02／4　　02ノ7　　02／10

（出所）アメリカ商務省

0むIl　2　　3　　4　　5　　5　　7　　8　　9　10　11

（出所）Dabs廿eamより作成。

99　　　（出所）ブルーチップ（11月10日、12月10日各号）、マクロ・エコノ
ミック・アド′くイザー（2∝I2年9月）をもとに作成。

（注）t．日月に開催された戦略国際研究センターのコンファレンス
では、マクロ・エコノミック・アド′くイザーのモデルを用いて、
イラク攻撃シナリオのうち最悪のケースで、2003年の成長
率が4．的押し下げられるとの試算も示された．
2．ブルーチップのイラク攻撃シナリオは、2003年1－3月期
にイラク戟が始まると仮定，全社平均では、同期と1％成長
の見通し。

J



（注）

＜個人消費＞

消費総合指数（需要側、内閣府試算値、後方3ケ月移動平均）は、平成14年9月

（速報値）季節調整済3ケ月前比1．0％増の後、10月（速報値）は同1．8％増となった。

消費総合指数の作成方法：総務省「家計調査」から、GDPの個人消費には含まれ

ない「仕送り金」、「修繕費」や、振れが大きい高額消費である「自動車等購入」などを、

除外した後、世帯数を乗ずるなどしてマクロの消費ベースにする。これに、自動車、家

中　‾票票禁芸票票票票慧霊票霊慧慧票慧霊
参照。

r家計調査の全世帯実質消費支出は、9月季節調整済前月比5．1％増の後、10月

（速報値）は同2．3％減（前年同月比0．0％）となった。

家計調査の全世帯実質消費支出（除く自動車、住居、仕送り金等）は、10月（速報

値）は季節調整済前月比2．7％滅（前年同月比1．3％増）となった。

経済産業省「商業販売統計」の小売業販売額は、9月季調済前月比0．0％の後、10

月（速報値）は同2．0％減（前年同月比2．8％減）となった。また、百貨店販売鰻は、10

月（速報値）は、前年同月比3．5％減（店舗調整後）（季節調整済前月比5．5％減（店舗

調整前））となった。

チェーンストア販売鎮（日本チェーンストア協会調べ）は、9月前年同月比1．3％減

（店舗調整後）の後、10月は同2．7％減（店舗調整後）（季節調整済前月比2．3％滅

（店舗調整前））となった。

乗用車（含軽）新車新規登録・届出台数は、10月前年同月比6．7％増の後、11月

（速報値）は同5．7％増となった。

家電販売額（日本電気大型店協会調べ）は、9月前年同月比1．9％減の後、10月は

同2．5％減となった。

大手旅行業者13社取扱金綾は、9月国内旅行が前年同月比1．8％減、海外旅行が

同22．1％増の後、10月国内旅行が同0．3％増、海外旅行が同89．9％増となった。

内閣府「消費動向調査」の消費者態度指数（季節調整済）は、6月前期差019ポイン

ト改善の後、9月間0．3ポイント改善となった。内閣府「月次消費動向調査」の消費者

態度指数（東京都、原数値）は、10月前月差1．0ポイント悪化の後、11月間0．6ポイン

ト改善した。

＜設備投資＞

平成14年7－9月期の設備投資を財務省「法人企業続計季報」（全規模全産業、ソ



フトウェアを除く）でみると、季節調整済前期比で2．0％滅（前年同期比13．9％滅）とな

っており、うち製造業では同4．8％減（同23．1％滅）、非製造業では同0．8％滅（同8．8％

減）となっている。

経済産業省「鉱工業指数」により資本財出荷（除く輸送機械）をみると、季節調痙済

前月比で9月は4．9％減（前年同期比1．9％滅）の後、10月は同1．5％滅（同1．1％滅）

となっている。

日本銀行「全国企業短期経済観測調査」（12月調査）により設備投資の動向（ソフト

ウェアを除く）をみると、大企業の平成14年度設備投資計画は、製造業で前年度比

10．7％減、非製造業で同4．3％滅となっており、全産業では同6．8％滅となっている。ま

た、中小企業では製造業で同6．6％滅、非製造業で同3．2％減となっており、全産業で

一芸芸慧完言霊ス産業動態続計」でみると、受注ソフトウェア売上高は、9　J
月は前年同月比3．8％減の後、10月は8．7％減となっている。

機械受注（船舶・電力除く民需）は、季節調整済前月比で9月は12．7％増（前年同月

比2．7％滅）の後、10月は同4．1％減（同1．9％増）となっている。なお、平成14年10

－12月期（見通し、9月調査時点）の機械受注（船舶・電力除く民需）は、季節調整済

前期比で6．5％滅（前年同期比8．5％滅）と見込まれている。

民間からの建設工事受注（50社、非住宅）は、季節調整済前月比で9月は0．4％増

（前年同月比8．9％減）の後、10月は同24．3％増（同6．5％増）となっている。

＜住宅建設＞

国土交通省「建築着工続計」によると、新設住宅着工総戸数（季節調整済前期比）

は、平成14年4－6月期は1．4％増、7－9月期は4．2％減、10月は6．8％増となって

おり、うち共同建分譲住宅の着工（同）は、平成14年4－6月期は6．9％減、7－9月

期は14．6％減、10月は30．5％増となった。また、新設住宅着工床面積（同）は、平成

14年4－6月期は0．6％増、7－9月期は3．8％滅、10月は6．5％増となった。

消費者の住宅取得マインドを示す指標のひとつである（社）日本リサーチ総合研究

所「不動産購買態度指数」をみると、平成12年は、2月128、4月128、6月124、8月

118、10月122、12月117、平成13年は、2月118、4月119、6月117、8月110、10

月10会、12月104、平成14年は、2月104、4月114、6月117、8月114、10月115と

なった。

＜公共投資＞

平成14年度の国の一般会計予算（当初）をみると、施設費を含む公共投資関係費

について、前年度比10．7％減と規模を縮減しつつ、「予算編成の基本方針」の重点7

分野に重点化している。

地方の予算をみると、平成14年度地方財政計画では、投資的経費のうち地方単独



事業費について、前年度比10．0％減としつつ、国の歳出予算と歩を一にして歳出の

徹底した見直しと重点的な配分を行うこととしている。総務省がまとめた都道府県、政

令指定都市の当初予算軽（普通会計）では、普通建設事業費は、都道府県で前年度

比9．8％減、政令指定都市で同13．4％減、両者を合わせると同10．3％減となっている。

また、時事通信社調査によれば、普通建設事業費は、都道府県で前年度比9．8％減、

政令指定都市で同12．9塊滅、中核市で同7．8％滅、その他の県庁所在市で同12．6％

減となっており、これらを単純合計すると、前年度比10．1％滅となっている（骨格予算

を編成した地方公共団体などを除く）。

公共機関からの1件500万円以上の建設工事受注額（建設工事受注動態統計調

も一　芸芸芸芸票霊宝品票禁霊芸豊富霊監禁票
工事請負金額（公共工事前払金保証統計）は、前年同月比で10月6．4％減の後、11

月は8．6％滅となった。公共工事出来高（建設総合続計）は、前年同月比で8月5．3％

減の後、9月は4．7％滅となり、内閣府にて季節調整を実施した結果によると、前月比

で8月1．2％増の後、9月は0．6％増となった。

く輸出・輸入・国際収支＞

通関輸出（数量ベース、季節調整値）は、前月比で9月5．0％減の後、10月は5．0％増

（前年同月比12．5％増）となった。また、前期比で4－6月期7．3％増の後、7－9月期

は1．5％滅（前年同期比11．9％増）となっている。

通関輸入（数量ベース、季節調整値）は、前月比で9月3．6％増の後、10月2．0％減（前

年同月比1．6％増）となった。また、前期比で4－6月期2．1％増の後、7－9月期は5．4％

増（前年同期比7．8％増）となっている。

貿易・サービス収支（季節調整値）の黒字は、9月3，853億円の後、10月は6，084億

円となり、通関収支差（季節調整値）は、9月6，083億円の後、10月は8，973億円とな

った。

＜生産・出荷・在庫＞

10月の鉱工業生産指数（季節調整値、確報）は、一般機械や輸送機械等が減少し

たことから、前月比0．2％減となった。

製造工業生産予測調査によると、前月比で11月はその他や一般機械等の減少に

より0．1％減の後、12月は輸送機械や鉄鋼等の増加により0．6％増になると見込まれ

ている。

10月の鉱工業生産者製品在庫指数（季節調整値、確報）は、前月比0．6％増となっ

た。また、10月の鉱工業生産者製品在庫率指数（季節調整値、確報）は98．0となって

いる。



9月の第3次産業活動指数（季節調整値、速報）は、運輸・通信業、不動産業等が

減少した結果、前月比0．1％減となった。

＜企業＞

財務省「法人企業統計季報」によると、7－9月期の経常利益は全産業で前年同期

比20．5％増、製造業は48．8％増、非製造業は7．5％増となった。

日本銀行「全国企業短期経済観測調査」（12月調査）によると、平成14年度の経常

利益は、全規模・全産業で、上期は前年同期比5．7％の増益、下期は同16．8％の増

益、通期では前年比11．6％の増益を見込んでいる。

一方、業況判断について日本銀行「全国企業短期経済観測調査」（12月調査、業況

水準について「良い」－「悪い」）をみると、大企業は2％ポイント改善して△11％ポイ

ント、中小企業は3％ポイント改善して△35％ポイント、全規模合計では2％ポイント　　J

改善して△28％ポイントとなった。

＜倒産＞．

企業の倒産については、東京商工リサーチ「倒産月報」によると、11月の企業倒産

件数（負債額1，000万円以上）は1，435件（前年同月比20．8％減）、負債総綾は5，704

億円（同89．5％減）となっており、帝国データバンク「全国企業倒産集計」によると、企

業倒産件数は1．433件（同22．6％減）、負債総額は5，756億円（同69．4％滅）となって

いる。また、大型倒産（負債額10億円以上）は、80件（同42．0％減）となっており、主

な大型倒産としては、東証1部上場の中堅ゼネコンの古久根建設（負債429億円）な

ど（東京商工リサーチ調べ）。

＜雇用情勢＞

総務省「労働力調査」によると、10月の完全失業率（季節調整値）は、男女計で前

月比0．1％ポイント上昇し、5．5％となった。完全失業者数（季節調整値）は、男女計で

前月差7万人増の370万人となった。

労働力調査により内閣府にて季節調整を実施した結果によると、求職理由別完全

失業者数（季節調整値）は、非自発的な離職による者は、前月差4万人減の160万人

となった。自発的離職による者は、前月差13万人増の‾123万人となった。

労働力調査によると、失業期間1年以上の完全失業者数は4－6月平均108万人

の後、7～9月平均105万人となった。完全失業者全体に占める失業期間1年以上の

者の割合は4－6月平均30．7％の後、7－9月平均29．5％となった。

労働力調査によると、10月の雇用者数（季節調整値）は、男女計で9月前月比

0．5％減の後、10月は同0．6％減の5．301万人となった。

厚生労働省「職業安定業務続計」の新規求人数は、9月季節調整済前月比3．7％増

の後、10月は同4．2％増（前年同月比10．7％増）となった。有効求人数は、9月間

J



1．9％増の後、10月は同1．2％増く同5．2％‾増）となった。新規求職件数は、9月間9．7％

増の後、10月は同1．5％減（同2．6％増）となった。有効衆職者数は、9月間0．3％増の

後、10月は同0．2％滅（同2．0％増）となった。新規求人倍率（季節調整値）は9月0．的

倍の後、10月0月8倍となった。有効求人倍率（季節調整値）は、9月0．55倍の後、10

月0．56倍となった。

毎月勤労統計調査によると、所定外労働時間（製造業）は、事業所規模5人以上で

は9月季節調整済前月比0．1％滅（前年同月比12．7％増）の後、10月は同0．6％滅

（同14．2％増）（速報値）となった。

日本銀行「全国企業短期経済観測調査」によると、企業の雇用人員判断D．I．（「過

剰」－「不足」）は、全産業では、9月調査の15％ポイントから、12月調査では14％ポ

も　　ィントとなった。製造業では、9月調査の22％ポイントから、12月調査では21％ポイン

トとなった。非製造業では、9月調査の11％ポイントから、12月調査では10％ポイント

となった。

厚生労働省「労働経済動向調査」によると、雇用調整実施事業所割合は、産業計で

は4－6月期の27％から7「－9月期は25％となった。

毎月勤労統計調査によると、きまって支給する給与は、事業所規模5人以上では9

月季節調整済前月比0．3％減（前年同月比1．0％減）の後、10月は同0．2％増（同

0．9％減）（速報値）となった。

も

＜物価＞

日本銀行「卸売物価指数」の輸出物価（円ベース）は、11月は前月比1．5％の下落

（前年同月比保合い）、9－11月平均の3ケ月前比（6－8月平均対比、以下同じ）は

1．0％の上昇となった。輸入物価（円ベース）は、11月は前月比1．2％の下落（前年同

月比5．7％上昇）、9－11月平均の3ケ月前比は3．6％の上昇となった。また、国内卸

売物価は、11月は、前月比0．1％の上昇（前年同月比0．3％下落）、3ケ月前比は保合

いとなった。

日本銀行「企業向けサービス価格指数」の10月の企業向けサービス価格は前年同

月比0．9％の下落（前月比0．4％上昇）となった。

総務省「消費者物価指数（全国）」．の生鮮食品を除く総合は、10月は前年同月比

0．9％の下落（季節調整済前月比0．3％下落）、8－10月平均の前年同期比は0．9％の

下落となった。一般サービスは、10月は前年同月比0．1％の下落、8－10月平均の前

年同期比は保合いとなった。一般商品は、10月は前年同月比1．6％の下落、8－10

月平均の前年同期比は1．8％の下落となった。公共料金は、10月は前年同月比

0．8％の下落、8－10月平均の前年同期比は0．7％の下落となった。また、「消費者物

価指数（東京都区部、中旬速報値）」の生鮮食品を除く総合は、11月は前年同月比
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0．7％の下落（季節調整済前月比保合い）、9－11月平均の前年同期比は0．8％の下

落となった。

＜金融＞

無担保コールオーバーナイトレートは、11月は、0．001～0．002％で推移した。3ケ月

物ユーロ円TIBORは、11月は、0．07％台～0．08％台で推移した。10年物国債流通利

回りは、11月は、0．9％台～1．0％台で推移した。

東証株価指数（TOPIX）は、11月末には892ポイントとなった。日経平均株価は、11

月末には9，215円となった。

広義流動性は、11月（速報）は前年同月比1．1％増となった。金融機関（全国銀行）

の貸出（月中平均残高）は、11月（速報）は前年同月比4．4％減（貸出債権流動化・償

却要因等調整後2．3％滅）となうた。主要12行（14年3月期は13行）の貸出残高は

14年9月期269．3兆円（14年3月期284．9兆円）となっている（単体ベース、銀行勘定

貸出と元本補填契約のある信託勘定貸出の合計）。11月のエクイティ缶場での発行
（国内市場発行分）は、転換社債が100億円となった。‾また、国内公募事業債の起債

実績は、6，120億円（銀行起債の普通社債は無し）となった。国内銀行の貸出約定平・

均金利（新規実行分）は、10月は前月比で短期は0．123％ポイント低下し、長期は

0．110％ポイント上昇したことから、総合では0．041％ポイント低下し1．609％となった。

日本銀行「全国企業短期経済観測調査」（12月調査）によると、資金繰り判断は横ば

い、金融機関の貸出態度は若干悪化している。

＜景気ウオッチャー調査＞

内閣府「景気ウオッチャー調査」の11月の現状判断Dtは、前月を1．4ポイント下回

り、36．7となった。先行き判断Dtは、前月を1．8ポイント下回り、38．0となった。

●　月例経済報告に関する関係閣僚会議配布資料
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